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令和元年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(自治体 follow up 調査班) 

 
自治体肝炎ウイルス検査の実態と陽性者 follow up（千葉県の取り組み） 
 
研究分担者：是永 匡紹  国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 
研究協力者：伊瀬 雅比古  千葉県疾病対策課  
研究協力者：奈良 謙次  千葉県健康増進課   

 
研究要旨：平成 14 年から老人保健事業、平成 20 年からは健康増進事業等で、自治体
主導の（基本/特定）健診時に行われる肝炎ウイルス検診等の取り組みにより、千葉県
では 120 万人以上が肝炎ウイルス検査を受検し、HBV,HCV 陽性者をそれぞれ約 1万人掘
り起こした一方で、それぞれ継続受診率や HCV 排除数は不明である。千葉県で平成 23
年から 5歳毎の受検勧奨を行い平成 28 年に約 20%が減少したが平成 29年に再度上昇、
その原因として、54 市長村の多くが受検年齢の拡充、撤廃が考えられた。陽性者に対
するフォローアップ事業に対して実態調査を行ったところ、80%以上の市町村で事業開
始していると答えた一方で、陽性者に対する事業同意率は約 30%と留まり、多くの陽性
者への受診確認できない状況であった。千葉県が行う特定感染症検査事業で行う肝炎
ウイルス検査では問診時（検査前）にフォローアップ同意を得る問診票を作成し、平
成 31 年 2 月に 30 市長村を集めて、受診確認向上と同意書件問診票の水平展開状況を
報告する。 

A. 研究目的 
平成 14 年から老人保健事業、平成 20年か

らは健康増進事業等で、自治体主導の（基本

/特定/がん）健診時に行われる肝炎ウイルス

検診等により、平成 28 年度までに、約 120

万人の千葉県民が肝炎ウイルス検査を受診

し、B 型肝炎ウイルス（HBV）陽性者約 9000

名、C型肝炎ウイルス(HCV)陽性者約 8500 名

掘り起こした。その一方で陽性者の受診確認

率の実態は明らかではない。治療費助成制度

で、新規にインターフェロンフリー助成制度

の認定者約 8000 名、多くは HCV 排除に成功

したと推定できるものの、認定者の発見契機

も不明で、県内 HCV 陽性者の何％が受療した

かも明らかではない。 

今回、平成 27 年度より開始された重症化

予防事業に伴うフォローアップ事業（＝事業

に同意された陽性者に対して、初回精密検査

費用助成等を案内し、年 1 回受診確認を行。

また受診確認ができない事業参加者には電

話等を行う）の実態を確認するため、千葉県

54 市町村にアンケート調査を行い解析する

とともに、平成 28 年度の肝炎ウイルス検診

の減少原因について検討する。 

 

B. 研究方法 
54 市町村に下記のアンケート調査を行う

とともに、健康増進に伴う肝炎ウイルス検査

の受検数、勧奨方法、年齢制限等の変化も解

析した。 
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担当部署

担当者名

電話・FAX

電子メール

欄を入力してください。（平成30年3月31日時点で回答してください。）

① 平成27・28・29年度の検診結果で肝炎ウイルス検査の陽性者はいましたか。（〇を選択）

あり なし

事業実施予定 事業実施予定なし

以上で本調査は、終了です。

②

フォローアップ事
業の実施あり

フォローアップ事
業の実施なし

平成27年度

平成28年度

平成29年度

事業実施予定 事業実施予定なし

以上で本調査は、終了です。

③ 平成27・28・29年度に実施した結果が陽性であった方に対して実施したフォローアップ事業の結果について、実人員数を記入してください。

また、医療機関未受診者、確認できなかった方に再度、受診確認及び受診勧奨を実施した場合（実施予定）は、「再勧奨」欄の○を選択してください。

医療機関受診済数 医療機関未受診数 その他※

平成27年度 0

平成28年度 0

平成29年度 0

医療機関受診者数 医療機関未受診者数 その他※

平成27年度 0

平成28年度 0

平成29年度 0

④ 【フォローアップ事業への参加同意について】

どのような方法でフォローアップ事業への参加同意を取得していますか。（複数回答可・該当欄の○を選択）

郵送※１ 面接 電話※２

問診・受検時 結果説明・受診時

⑤

どのような方法で陽性者の受診状況を確認をしていますか。（複数回答可・該当欄の○を選択）

郵送※ 面接 電話

　※同意者に郵送で受診状況等を照会し、回答を返送してもらうことを想定しています。

⑥ 委託医療機関は、フォローアップを実施していますか。（該当欄の○を選択） 実施している 実施していない 不明

市町村健康増進事業に基づく肝炎ウイルス検診 陽性者フォローアップ事業実施状況調査票

市町村名

C型肝炎
ウイルス

陽性者数 同意者数
フォローアップ
実施者数(自動入力）

同意者数陽性者数
B型肝炎
ウイルス

平成27・28・29年度の肝炎ウイルス検査陽性者に対するフォローアップ事業を実施していますか。（〇を選択）

市町村職員による実施

その他（具体的に記入）

※１陽性者に郵送で同意書を送付し、返送してもらうことを想定しています。
※２電話をしてから郵送している場合は、郵送と電話それぞれに、電話をしてから面接している場合は面接と電話の○を選択してくださ
い。

TEL:                   FAX:

＊フォローアップ事業とは
肝炎ウイルス検査結果が陽性となった方に対して、同意を得た上で年に1回程度、受診状況を確認し重症化予防を図る取り組みです。
フォローアップ事業への参加者は指定項目に関する初回精密検査費用の助成を受けることができます。

フォローアップ
実施者数(自動入力）

【フォローアップ事業の実施方法について】

その他（具体的に記入）

その他（具体的に記入）
委託医療機関による同意取得

市町村職員による同意取得

※「その他」は、フォローアップを実施したが、回答を得られなかった、或いは連絡がつかなかった場合などの数を記入してください。
(例）27年度の検査結果が陽性となった３人から同意を得てフォローアップを実施し、28年度に2人、29年度に1人の合計3人が医療機関を受診しているが、27年度の同意者数３、医療機関受
診者数が３になります。（検査を受けた時期をベースとし、受診時期には入力しないでください。）

再勧奨

再勧奨

「なし」の場合、今後、陽性者がいれば、
フォローアップ事業を実施予定ですか。
（〇を選択）

平成29年度「実施なし」の場合、平成30年度は、フォローアップ事業を実
施予定ですか。（〇を選択）

「あり」の場合、②へお進みく
ださい。

「あり」の場合、③へ
お進みください。

 
 

C. 研究結果 
検討１：肝炎ウイルス検査・検診 

① わが国肝炎ウイルス検査数・陽性率 
2016 年から減少中(HBV0.64% HCV 0.33%) 

 

 

健康増進事業が 70%程度 

 

② これまでに肝炎ウイルス検査推移 

千葉県の肝炎ウイルス検査は健康増進事

業が 90%を占め、政令市（千葉市）がありな

がら、その比重が高い。 

 

H27 年まで上昇を継続するも H28 年に 41

歳以上の検診で約 1万件減少。これまでの上

昇に原因には 5 年毎の受診勧奨推奨に加え、

H26 年度から柏市の参入(年 6000 件)、H27 年

度の松戸市（前年 6.4 倍）、佐倉市(8.5 倍)

の取り組みの変化に影響されている。 

H27 年度 1000 件以上の検査数があった 14

市のうち、多く減少した市（前年からの減少

数/前年比）は、千葉市(4130 件/66%),船橋

市(2018 件/78%)、佐倉市(1404 件/43%)、袖

ヶ浦市（983 件/15％）、君津市(786 件/35%)

が抽出された。減少数の約 40%が千葉市であ
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ったためヒアリングを行ったところ、5歳毎

の受検勧奨がおわり対象者（5年前に受検し

ていなかった市民か転入市民）が減少した 

ためであるとの回答があった 

H29 からは再び上昇となり、市町よる年齢

制限を撤廃（市原市等）、5 歳毎勧奨から非

受検者（千葉市）で全国的に珍しく検査数が

上昇している県となる。 

 

③ H30年度健康増進事業における肝炎ウイ
ルス検診数(HBV0.48%,HCV0.29%) 

 

} 
検討２ 受診確認状況 

 

事業開始地域が拡充されても、事業同意数

は僅か 22%程度で、県内年度毎の陽性者に対

する受診確認数は 15%程度、同意がありなが

ら受診確認ができない陽性者への「再勧奨」

も 25%程度に留まっていた。昨年度の市町村

会議行い、本事業というより、陽性者の受診

確認をして頂くことを周知、同意がなくても 

受診確認をしている数が明らかになり、現在

は 30～40%の確認率となった。 
 
検討３ 人口が多い都市の検査数・受検率・
受診確認率 

 

  
千葉市は H30 年から問診時同意、H29 年

より個別勧奨、問診時同意がなくても、約

50%に受診確認を維持している。      
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柏市は陽性者（特に HCV）が少ない、同意

は保健師より面談で説明。 

 
 

 

 

 
 

 
 

船橋市陽性者 80 名、H29 まで陽性後同

意、1%しか受診確認ができておらず、H30

より同意書変更、同意率は 5-60%へ回復。

陽性者数も 50 名と著減。 
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市川市は HBV 陽性率が減少しない地域

2009 年より個別勧奨を行い、受検数は緩や

かに減少（船橋市と同様）、2018 年に HCV 陽

性者が激減。 

問診に事業同意をつける様に、2016 年か

ら伝えるも、変更されず、どうしても受診確

認をしたくない（肝炎ウイルス陽性者に連絡

すると不快に思う人がいると・・） 

医師会にも連携と取り、問診票に「事業を

説明するための同意書」を入れ込むことで来

年度は経過観察。来年度再検討。 

→事業を説明するのは、市川市の業務だが、

改善されず。検査委託医師も事業について理

解が不十分で、対象者が抽出されない状況に

と考えられる。 

本市が改善すれば、千葉県の受診確認率は

向上すると考えられる。 

 

D. 考察 
健康増進事業における肝炎ウイルス検診数

の今後 

健康増進事業では検診結果にたいして保

健指導をするように記載されており、多くの

地域で、肝炎ウイルス陽性者の専門医への受

診勧奨が行われていた。今回、のフォローア

ップ事業の同意が通知上、「陽性者（陽性判

明後）に同意を求める」形式となり、問診票

に「保健指導すること」が記載されてあって

も、陽性後に検査医師・自治体肝炎ウイルス

対策部署より「受診確認を定期的に行うこと

＋紹介精密検査勧奨の同意」＝いわゆる 2回

同意を行い、後者が取れない地域では受診確

認も行わない地域が認められる（船橋市、市

川市等） 

「保健指導することが当たり前であった

自治体」では、陽性結果確認後に郵送・電話・

面談で同意取得を、また「同意をさせる必要

がなかった医師」が同意取得するケースにお

いて、著しい同意率低下が確認された。実際

に、受診確認これまで通り行い、初回精密検

査の為のみにフォローアップ同意を取得し

ている（宮崎県）また、医師が説明するケー

スにおいては人口の多い市＝陽性者が多く、

委託医療機関の多い市 では事業の認識度

が十分に伝わっておらず、医師に負担をかけ

ない方法が望まれると考え下記の様に問診

票に同意＋結果説明＋紹介先がついた用紙

を作成し、同意率を高く得ることを推奨し、
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フォローアップ事業要項書き換えに繋がっ

た。 

 千葉県では大網白里市、長生村の 2市村の

みであった検査前同意が、本要項改正によっ

て、平成 30 年度より、船橋市では平成 31年

度より同意書を問診票に組み込み使用開

始・予定となり、特に陽性者が多い市町で水

平展開を検討する。 

 陽性者が少ないとこでが、最初から面談・

訪問でも可能でこれまでに体制を崩さない 

ことが重要であるが、陽性者が年間 20 名以

上で受診確認率が高い市(ファローアップ好

事例)の多くは、同意を検査前に取得し、自

治体より数ヶ月後（6ヶ月後）に郵送にて助

成制度案内＋受診勧奨リーフレット（研究班

作成 HBV ひとつ＋HCV たたけ）＋県委託指定

期間 list＋自治体からの依頼状＋受診調査

票をお送りし、返信がない対象に電話等を行

っている。（先進地区も受診確認率は 5-60%

である） 
 
E. 結論 
H28年度千葉県健康増進事業における肝炎

ウイルス検診数 15％の減少は、人口の多い

市での 5歳毎の受診勧奨が 2回目に入り、対

象者が減少したことに起因していた。その一

方で H29 年度では、年齢制限の撤廃、個別勧

奨対象拡大により、受検数は回復、更に上昇

中である。 

H27年度より導入されたフォローアップ事

業は約 80%と市町村で開始されていたが、同

意率は 20%と、多くが受診確認できない状態

になっており、今後は問診票改定、市町村肝

炎対策部署と委託医療期間の医師の連携が

必要で、陽性者に連絡するより検査医師に確

認する方が確実と思われる 

自治体は各年度陽性者の50%を専門医療機

関に繋げること第一目標に、非受診者には 2

回は勧奨を繰り返した方が良いと考えられ

た。 

 

F. 研究発表 
1. 発表論文 
無 

 

2. 学会発表 
無 

 

3. その他 
啓発資材 

* 初回精密検査促進リーフレット 
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* クリアファイル（委託医療機関、肝炎対策

部署、非専門医へ１０００部配布） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

啓発活動 

是永匡紹 令和元年度 千葉県肝炎医療コ

ーディネーター養成研修会 

（講師  11 月 30 日 70 名） 主催 千葉県  

是永匡紹 令和元年度 千葉県肝炎医療コー

ディネーター継続研修会(講師 2 月 2 日 

68 名)主催 千葉県 

是永匡紹 令和元年度 千葉県肝疾患診療

連携拠点病院連絡協議会（講師 2 月 17 日

25 名) 主催 千葉大学 

市川市肝炎対策会議 8月19日、12月 6日、

1月 25 日主催 市川医師会 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  
なし 

2. 実用新案登録  
なし 

3. その他  
なし 

 

 


